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1. はじめに
1987年に提唱された活動基準原価計算 (Activity-BasedCosting :以下、 ABC)は、現代の製品原
価計算における理論と実務にルネッサンスを引き起こした。さらに、 ABCは、 Kaplan(998)が指
摘する InnovationAction Researchなどによる理論と実務の相互作用によって、飛躍的な進化を遂げ
たといってよい。しかし、現状での ABCの採択率は必ずしも芳しくない (BhimanIet al. 2007 ;他)。
ここで、製品原価計算、とくに ABCに関する研究は実行可能性の観点から 3つの潮流に分類する
ことができるが1、実行可能性を向上させるためには3つの潮流聞の相互作用・コラボレーションが
必要である(片岡2011)。そこで、個別企業のインテンシブ調査に基づき、製品原価計算の本質的意
義および利用方法について検討することが重要であると思われる。個別企業における利用方法を深く
観察することによってこそ、組織コンテクストを分析することができるからであるO とりわけ、日本
の優良企業にみる管理会計実務の特長は組織コンテクストとの整合性にあるとも言われる(贋本編著
2009 ; Kataoka 2011 ;他)。したがって、そのような事例をインテンシブに分析することの意義は大
きい。 ABCを含む製品原価計算の本質に関する議論は、とくに実務における実行可能性を高めるた
めのインプリケーションを導き出す際に、それが組織コンテクストの中でいかに機能するのかを結び
付けて行われる必要がある。その意味でも、本論文のアプローチは、製品原価計算研究の潮流聞にお
ける相互作用の lつの試みである。
このような問題意識の下、本論文ではイトーヨーカ堂株式会社(以下、 IY)の事例を取り上げる。
IYは現在の小売業界のトップを走るセブン&アイ.HDの起源ともいえる企業であり、その経営理
念や社是の明確さには定評がある。また、 IYにおける経営システムは、経営理念との整合性や組織
コンテクストの観点からみても大変興味深い。 IYの経営システムを分析するために、元IY常務取締
食会計専門職研究科准教授
1 3つの潮流とは、①imp!ementation-phaseapproach、②ana1ytica!approach、および③cost-benefitapproachで
ある(片岡2011、p.2)。
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役・遁見敏江氏へのヒアリング調査を行っている 2。漫見氏は、 1960年に入社してから2006年に退社
するまで、 IYの企画室、経営政策室、コーポレート経営戦略委員会、業務改革委員会ほかの部署に
おいて、 IYの経営システムの構築に極めて深く関与していた。 IYは、 ABCを適用している数少な
い企業事例であり、実際の製品原価計算(商品別損益計算)システムの運用方法から重要な示唆を得
ることができると思われる。
以上を受けて本論文では、文献研究と IYにおける事例研究に基づいて、製品原価計算システムの
本質とその利用方法についてのインプリケーションを明らかにすることを目的としている。そのため
に、まず次節において、 ABCの採用状況に関するサーベイ型の先行研究における問題点を明らかに
したい。第3節では製品原価計算の本質的意義について考察し、その上で第4節では IYの事例に基
づいて製品原価計算の利用方法を検討する。第5節では本論文のまとめを示す。
なお、本論文における IYのインテンシブ・ケーススタデイは、 2011年7月に刊行された遁見 (2011)
との聞のコラボレーションによるところが大きい。この点も本論文の特徴であるといえる。
2. ABC採用の状況:大規模サーベイ型の先行研究
2-1. 1990年代までの先行研究
まず片岡 (2011、p.11)では、 Innesand Mitchell (1995)に基づいて欧米における ABCの普及状
況が次のようにまとめられている。
「例えばInnes& Mitchell (1995)は、 1994年にイギリスにおける大企業1，000社を対象にサーベ
イを行っている。そのサーベイは、 ABCの採用割合、 ABCの特定目的での適用、 ABCの成功
と重要性に関するユーザーの視点、非ABCユーザーの視点、および
について確かめるために設計されている。…それまでの研究によると ABCの採用割合が最大で
も14%に過ぎないとされているが、それらのサーベイが国レベルの規模で、行っていないことと、
それらの強調するところがABCの存在と性質に関することであると指摘した。そして、イギリ
スの大企業1，000社がABCを様々な役割のために利用している場合をも対象にした。その結果、
回答を得られた企業は43.9%で、有効回答は25.1%であったという。j
その結果、「現在ABCを採用している」企業は19.5%であったという 3。一方で、わが国における
2 浅見氏へのヒアリングは15回・約30時間にわたり実施した:2010年6月30日:7月27日:8月1日:8月31日:9
月14日:10月1日:11月5日:11月2日:12月9日:12月24日:2011年1月7日月19日:2月1日:2月9日，
3月2日。ヒアリング調査は明治大学商学部・前田陽准教授と共同で行っている。 2010年6月30日については日本大
学経済学部・藤野雅史准教授も同行している。
3 1995年以前では、例えばInnessand Mitchell (191)の調査は、 UKの187企業のうち6%の採用率であったこと
を示している。その他にも、 Brightet al. (192)の調査結果によれば、 UKの製造企業において、 ABC採用の32%
という数字はInnessand Mitchell (191)よりもはるかに多かったことが示された。また、 Nicholls(192)の調査
では、 10%の企業がABCを実施していたことが報告されている。
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ABC採用の状況については、日本会計研究学会特別委員会編(1999)に基づいて、次のようにまと
められている(片岡2011、p.l3)。
1"わが国における ABC採用の状況について、日本会計研究学会特別委員会編(1999)の実態
調査によると、 ABCを採用している日本企業は、 330社中わずか22杜であり (6.7%)、欧米と比
較しでも非常に採用率が低いことがわかる…」
2-2. 2000年代の先行研究
一方で、、近年の調査結果には、Bhimaniet al. (2007)を挙げることができる o Bhimani et al. (2007) 
の特徴は、同じ内容の質問票調査が7か国で同時に実施されたことにより、 ABCの適用や経験に関
する国別の相違を明らかにしていることである。彼らの郵送による質問票を用いたサーベイ調査は、
カナダ、フランス、 ドイツ、イタリア、日本、 US、UKで実施され、 ABCの適用範囲、浸透速度、
成功度、および実施の有用性についての国別の相違を分析している。質問票は、企業における経理部
長やコントローラー(およびそれと同等の地位の人々)に対して送信された:カナダ.500社、 UK・
500社、日本・ 500社、フランス.500社、ドイツ・ 500社、イタリア.450社、 US'500社の合計3.450
社である。なお、質問票は、 Exhibit1の通り合計416杜から回収されたという O
Exhibit 1 国別の回収状況
出所 Bhimani et al. (2007) p.l3 
Exhibit 1に示されている通り、日本企業からの回答率は他国よりも高かったことがわかる。一方、
調査の結果について、まず ABCの潜在的有用性の認知度は、 Exhibit2に示すような結果となって
いる。
Exhibit 2 : ABCの潜在的有用性についての国別認知回答
日本
カッコ内の割合は ABCの潜在的有用性についての国別の認知度を表す。
出所:Bhimani et al. (2007) p.l3 
続けて、 ABC実施段階についての調査結果は、 Exhibit3の通りとなっている。
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Exhibit 3 :国別のABC実施段階
カナダ フランス ドイツ イタリア UK US 日本 合計
棄却 1 O 3 2 2 57 66 (4.3%) (2.7%) (0%) 05.8%) (3.8%) (4.4%) (69.5%) (22.7%) 
パイロット 8 4 10 7 8 10 9 
段階 (34.8%) (10.8%) (31.2%) (36.8%) (15.4%) (21.8%) (11.0%) (19.3%) 
部署聞で 9 8 16 5 29 25 5 97 
利用 (39.1%) (21.6%) (50%) (26.3%) (55.8%) (54.4%) (6.1 %) (33.3%) 
大多数の 5 24 6 4 13 9 11 72 
部署で利用 (21.7%) (64.9%) 08.8%) (21.1%) (25%) 09.6%) (13.4%) (24.7%) 
回答数 23 37 32 19 52 46 82 291 
カッコ内は、パイロット段階のABC、部署間でABCを利用、および大多数の部署でABCを利用についての国別の
割合を表す。
出所。 Bhimaniet al. (2007) p.l4 
Exhibit 3の中でとりわけ際立つているのは、 ABCの潜在的有用性を認知している日本企業82社の
うち69.5%がABCの採用を棄却したことである 4。この棄却率の高さは、 Exhibit2における日本
企業における ABCの潜在的有用性の認知度の高さと相まって、 ABCデータがマネジメントにとっ
て利用可能で、はあるが過剰であるといった情報の存在によって説明されるかもしれない旨が指摘され
ている。
これらの日欧米の調査結果を受けて、片岡 (2011、p.l5) は次のような疑問を呈している。
「前述の通り、 Inness& Mitchell (1995) によるイギリスでのABC採用率は19.5%で、日本会
計研究学会特別委員会編 (1999) によるわが国でのABCの採用率は6.7%であった。 ABCの利
用用途・目的についても、両調査では製品戦略策定のための製品原価測定に止まらずに非常に多
目的での用途を想定しているにもかかわらず、低い採用率が示されている。そもそも、なぜ
ABCは利用されていないのか。」
この状況について、 Bhimaniet al. (2007)の調査結果からも把握できるように、 ABCの提唱当初
から現在に至るまで大きな変化を見ることはできない。そのためにも、以下、企業実務における製品
原価計算システムの利用方法から得られるインプリケーションを明らかにしたい。
2-3. ABCの利用目的と利用方法
前述の通り、 ABCの採用状況は、いまだ芳しくないままであるといえるにここで、 ABCの採用
実態について検証している従来の研究アプローチについて、いくつかの間題点ないし疑問点を指摘す
ることカfできる。
第 lに、 ABCの採用状況に関する先行研究では、しばしば大規模サーベイ型の質問表調査に基づ
4 ここでの「棄却」という用語は、“Abandoned"の訳語に当たる。その意味は、 ABCの採用を検討した上で不採用
としたものと、いったん採用した上で廃止したものと、両者が含まれると恩われる。
5 TDABCも、そのような認識の一環として愛場している (Kaplanand Anderson 2007)。
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くアプローチないし研究方法が採用されている。中には、電話インタビュー調査によって補完してい
る研究も見ることができる。しかしながら、何をもってABCとするのか。そこには回答者の主観性
が入ることに注意する必要がある。むしろ本来であれば、当該企業の管理会計/原価計算の実務をイ
ンテンシブに観察した研究者がABCであるか否かを判断しなければならない。そのためには、製品
原価計算としてのABCの本質的な意義は何か?という疑問に対して共通的な見解を示すことが有用
であろう。
第2には、本論文で取り上げている先行研究はABCが多種多様な用途・目的で利用されているこ
とが想定していることを指摘できる O まず、 Innesand Mitchell (1995)は、いわゆる製品原価測定
のためのABCの利用に止まらず、製品ないしサービスの販売価格設定、アウトプットの意思決定、
原価削減、付加価値分析、コア/支援/牽制、活動の写像、予算、新製品ないし新サービスの設計、
顧客収益性分析、業績評価、および原価モデリングといった様々な用途でのABCの利用をも対象と
している。また、日本会計研究学会特別委員会編(1999)においても、 ABCを公表財務諸表の作成、
製品またはサービスの価格決定、業務的意思決定、戦略的意思決定などに利用することを想定してい
る6。これらの点について、浅田・伊藤責任編集 (2011)は、 ABCの発展と照らして説明している
(p.l35-137)。すなわち、 ABCは、その起源が製品別収益性分析に資する正確な製品原価の計算に
あるものの、 Kaplanand Cooper (1998)も示すように経営システムのコアとして非常に多元的に利
用されるようになった。ただし、そのような理解のみでは、製品原価計算の伝統的方法と ABCとの
問の相違を見出すことや、 ABCの本質的意義を理解することは、困難で、ある。製品原価計算システ
ムの様々な利用方法が目的との関連で議論されているに過ぎない。
近年の管理会計研究では、「組織コンテクストを重視する管理会計研究では、良い管理会計システ
ムは、それが利用される組織コンテクストにおいて適切に機能するシステムであるJ(贋本編著
2009、p.2)とされている。その組織コンテクストにおいて、製品原価計算システムがどのように機
能しているのか、市場志向/顧客志向をどのようにして組織内部へ浸透させているのかという観点か
ら分析することが重要であると思われる。
3. 製品原価計算の本質的意義に関する考察
3-1. 製品原価計算の本質と損益計算
初期のABCにおいて重要な展開をもたらしたのは、 Cooper(1990)およびKaplan(1990)であっ
た。 Cooper(1990)は、ユニット・レベル活動、パッチ・レベル活動、製品維持レベル活動、およ
6 その他にも、原価企画、標準原価管理、予算編成と統制、顧客収延性分析、付加価値/非付加価値分析、価値連鎖
分析、コスト・ドライパ一分析、貢献利益分析、原価差異分析、戦略的ポジショニング分析、コスト・ダウン、人員
の削減、部門数の減少、受注から納品までのリードタイム短縮、および能率改善他が挙げられている(日本会計研究
学会特別委員会編1999)。
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Exhibit 4 :製品関連原価の測定
製品ライン
製品原価 製品維持レベル活動
パッチ・レベノレ活動
価格一一一→ ユニット・レベル活動
出所:Kaplan (1990) p.94 
←ープロセス・エンジニアリング
モ一一製品仕様書
モ一一技術変更通知
モ一一製品機能強化
モ一一段取
モ一一材料搬送
モ一一購入注文書
モ一一検収
モ一一直接エ
モ一一材料
モ一一機械時間
モーーエネルギー
ぴ工場維持レベル活動の存在を明らかにした。それを受けて、 Kaplan(1990)は、従来の貢献利益
法に対し、 ABCによる活動の階層に応じた多段階の利益計算方式を提唱している (Exhibit4)。
また、この多段階利益計算は、短期的意思決定のみに利用されるのみではなく、中長期の利益計画
に資する戦略的ビジネスユニット (SBU)別収益性分析としても利用される。ここで、製品原価計算
の観点から重要な点を看過すべきでない。すなわち、原価計算は単に原価を計算するだけではない。
原価計算対象(製品)を媒介として、原価と収益とを対比できるようにシステム設計されなければな
らない。このことは次の引用文からも明白であろう。
「原価計算は原価だけを計算するわけではない。…しかし原価を無目的に発生させたわけではな
く、製品というアウトプットを得るために発生させたわけである。したがって原価だけを把握し
でも、それは経済的情報にならない。どれだけの原価を投入し、その結果、どれだけの製品を製
造できたかが問題である。いわば原因(インプットとしての原価)と結果(アウトプットとして
の製品)との比較が必要になる。会計学や経営学では、企業活動のアウトプットを給付という。
原価計算は、企業における特定の経済活動単位についての、原価と給付との比較計算であるとい
う特徴をもっている。同じ意味であるが、原価を給付にかかわらせて把握するのが原価計算であ
る…J(岡本2000、p.2)
「企業における原価計算は、貨幣資本の収支計算あるいは利益計算と結合されている。会計情報
システムの本質的意義は、「現金Jコ「原価財」二字「製品」コ「売掛金Jコ「現金jという貨幣
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資本の循環運動ないし過程を映し出す点にあるから、利益計算との結合は必然である。J(康本
2008、p.37)
すなわち、「企業会計の本質は、企業資本の運動全体を把握する経済的情報システムJ(岡本ほか
2008、p.3)であり、「原価計算は、経営活動から生じるアウトプット(経営給付)とそのために必要
なインプット(原価)を比較する原価・給付関係計算のデータを処理する機構J(岡本ほか2008、p.4)
であるという本質的な意義に注意すべきである。収益と原価とを対比するに当たり、原価の計算は、
片岡 (2011)が示す本質的属性にしたがって行えばよいが、一方で、給付の収益計算は、顧客ニーズ
ないし市場によって決定される。したがって、製品原価計算は、損益計算のアルゴリズムとの緊密な
リンケージを有しているのである。このことは、岡本 (2000)における直接原価計算の定義にも端的
に表現されている (p.533)。
「車接原価計算 (directcosting; variable costing) とは、原価(製造原価、販売費および一般管
理費)を変動費と画定費とに分解し、売上高からまず変動費を差しヲ|いて貢献利益を計算し、貢
献利益から固定費を差しヲ|いて営業利益を計算することによって、正規の損益計算書上に、短期
利益計画に役立つ原価・営業量・利益の関係を明示する損益計算の 1方法である。」
3-2. 製品原価計算の基本構造:因果関係の追究
一般に製品原価計算は、経済的資源の消費額の測定に始まり、それを活動別に集計し、さらには製
品別に集計する。この一連の計算プロセスは因果関係を反映したものでなければならない。とくに
ABCであれば、次の因果連鎖を徹底的に追究した上で設計される必要がある。
|顧客ニー ズド|製 品ド|活 動|→|資源犠牲|
つまり、この因果連鎖は、資源犠牲の概念を規定するのと同時に、製品原価計算の基本構造を規定
しているといってよい。片岡 (2011、pp.41-61)によれば、製品原価計算は、 Noreen(1991)が示
した3つの条件によって、その本質的属性を説明することができる:①基礎をなす現実の原価関数が
各コスト・プールへ分割可能であり、それらの各コスト・プールは単一の活動のみに依存すること、
②各コスト・プール別の原価が活動に正比例すること、および③各活動が製品間で分割可能であり、
各製品に帰属する部分は、その製品のみに依存することである。原価計算システムは、これらの3つ
の要件を満たすように設計されなければならない。とくに第2条件との関連で、原価計算対象の変化
がコスト・ドライパーの変化へと直結するように設計することが重視される。この点に関連して、岡
本ほか (2008、p.231)では、次のように示されている。
「伝統的配賦システムが基礎とするのは、この職能別組織であるが、職能別組織は、生産・販売
活動を能率的に行うために、生産者の立場から分業体制をとるための組織である。したがって、
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伝統的配賦システムは、生産者中心主義の立場に立つ原価計算システムであるといえる。
それにたいして、部門ではなく、活動を基礎とする ABCは、顧客中心主義の立場に立つ原価
計算システムである。つまり、現代の激しいグローパル競争下にある企業は、持続的競争優位を
確保するために、生産者中心主義から顧客中心主義へ転換し、顧客が望む多種多様の製品を効率
的に製造し販売しなければならない。J
この指摘は極めて重要である。市場・顧客のニーズに基づいて因果関係を徹底的に追究し、それを
計算のアルゴリズムにまで反映させてこそ、 ABCが顧客中心主義の製品原価計算システムであると
いうことができる。その意味でも、例えば計算構造上に非操業度関連の配賦基準ないしコスト・ドラ
イパーを利用するという属性は、 ABCシステムが因果関係を徹底的に追究した結果として有する表
面的な属性に過ぎない。例えば利益計画のためには、収益の大きさに影響を与えるレベニュー・ドラ
イパーと、原価の大きさに影響を与えるコスト・ドライバーに基づいて、その関係性を分析すること
が重要となる。
本節における議論では、①原価を原価計算対象にかかわらせて把握するため、その構造が損益計算
のアルゴリズムと密接に結びついている、②顧客ニーズ、→製品→活動→資源犠牲という因果連鎖を徹
底的に追究しているという 2点に、製品原価計算の本質的意義を見出せる。次節では、これらを IY
における商品別損益計算システムと照らし合わせてみよう。
4. IYにおける商品別損益計算システム
4-1. IYにおけるインテンシブ・ケーススタディ
わが国優良企業は、しばしば自律的組織とも呼ばれ、経営理念・哲学、共通の価値観や目標を組織
内で共有し、それらを従業員一人ひとりの行動・解釈・判断と結び付けることによって高業績を確保
している O 同時に、そのための経営システムが構築されている。そのような状態は、適切なミクロ・
マクロ・ループ (MMループ)が形成されていると表現される 7。近年では、自律的組織の管理会計
実務についての研究も徐々に蓄積されてきた (Kataokaand Fujino 2007 ;贋本編著2009; Kataoka 
2011 ;前回ほか2012;他)0 しばしば自律的組織ともいわれる日本の優良企業の経営システムは、
MMループという観点からみると、 Exhibit5のような特徴があるといえる。
7 自律的組織では組織構成員がエンパワメントされているので、その運営には適切な MMループを形成することが
より重要になる。ここで、 MMループとは、経営管理そのものを表す概念であり、次の特徴を有する仕組みをいう(庚
本編著2009、pp.l7-18): 
①f国身の組織構成員(ミクロ)と組織全体(マクロ)の聞に脈絡をつける、あるいは、関係性を作り出すメカニス
ムである。
②ミクロとマクロの関に流れる情報に焦点を当てる。
③ミクロとマクロの関に流れる情報には多様なものが含まれるが、基本は、各構成員の行動および全体の業績に関
する情報である。情報には、全体の雰囲気、各構成員の判断や価値観といった観念的なものも含まれる。
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Exhibit 5 :組織文化と管理会計との相互作用
culturalloop 
経営理念・
組織文化
performance loop 
管理会計
この MMループは多面的に形成される:組織文化のループと組織業績のループである(唐本編著
2009 ; Kataoka 2011 ;他)。組織文化のループは、組織の経営理念や哲学から強く影響を受け、組織
メンバーの自律的な解釈・判断・行動に影響を与える。組織業績のループは、会計システムによって
提供される財務的業績と実体的業績によって構成される。この両ループ聞の整合性が組織コンテクス
トによって決まるといってよいだろう。このことは、「現場では原単位が主となり、経営層では金額
計算が主となって、しかも両者が統合されているときに経営に役立つことを理解すべきJ(庚本
2008、p.45) とも表現されている O このような視点から、 IYにおける製品原価計算システムを再考
してみたい。
4-2. IYにおける多段階利益計算システムと SBU
(1)約14.000もの顧客志向の SBU(ミニプロフィットセンター)
顧客ニーズに直結した SBUは、生鮮食品、衣料、家庭商品といった商品部門別・商品種類別カテ
ゴライズによってのみではなく、地域別居舗別カテゴライズによって設定されている。漫見 (2011、
p.l50)によると「このシステムは、 1967年から一つの屈を 8分類に分けて最終利益までを把握する
ものであった。その後、企業の発展とともに、また情報機器の進化によって、 15分類、 22分類、 58分
類の細かさで、商品別部門別に利益を把握できるようになったJと示されている。なお、「現在では
l 庖舗当たりおよそ6O~80もの管理単位がある J (遁見2011、p.l65)ので、 SBUともいえる管理単位
は約14.000(キ約180庖舗×約80分類)になる 8。各SBUは、まさに市場志向の利益責任単位、つま
りミニプロフィットセンター (MPC)であると評価できる。このような詳細な設定は、いわば、次
に示す「商品経営Jの考え方を徹底した結果であるといえよう(遁見2011、pp.l15-116)。
-お客様を中心に考え、お客様に喜ばれる屈にすること。
-まじめな商売をすること。例えば、不当な安売りや高売りは慎まなければならない。安ければど
んな商品でもよいというのはいけない。
-商品を細かく見ること。
-以上の結果として、地域の小売庖や専門店とフェアな競争をして、勝てる、お客様の支持が得ら
れるようになること。商品一つひとつごとの単品で競争に勝てるようになること。
8 {7Jえば京セラでさえも、アメーパの数は約3.0∞単位ほどに過ぎず、 IYにおける SBU/MPCの数は際立っていると
いえる。
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-経営とは、価値ある買い方と、売り方をつっこんですること(機会損失を考える)。すべてのこ
とをはっきりさせること。そうすることによって明確な指示が出せる。
-競争とは、最後に勝つこと。ものさしは利益である。売上高、市場シェアのみではない。
・マーチャンダイジング (MD) とは、売れ筋を早く見つけ出すこと。機会損失を防ぐこと。お客
様が求めるものは何かを中心に考えること O
IYのようにGMS(General Merchandize Store)をはじめとした小売業では、他業種よりもさら
に消費者ニーズに非常にきめ細かく対応することが存続・生存のために極めて重要であるとされてい
る。それは次のような観点によるものである(漫見2011、p.l63)。
「イトーヨーカ堂の商品構成の発展を振り返ると、洋品から出発し、その後日用品・家庭用品、
寝具、加工食品などを導入、 1966年には鮮魚部門、翌年には精肉・青果部門などの生鮮食品を加
え、その後スポーツ用品、家具・家電などを導入し、フルラインの蕗品構成となった。
明らかなことは、商品と特性に応じて繁盛する商売のコツ、顧客のニーズや期待が異なってい
ることである。・・・分けて把握することで、商品ごとの問題点がより明確になり対策が細かく打て
る。分化は文化を呼び、進化に発展する…j
以上より、 IYでは、庖舗別商品別に消費者ニーズにきめ細かく対応した市場直結型のSBUないし
MPCが独自に構築されている。 SBUないしMPCは、まさにIYにおける製品原価計算システムの
原価計算対象に他ならない。
(2) SBU別多段階利益計算システム.商品別(部門別)損益計算
IYの商品別損益計算システムは、上述のSBU別の数値責任を明確化するために7段階の利益計算
方式を採用している。すなわち、売上総利益、直接売り場責任利益、売り場責任利益、庖責任利益、
改造費用負担前利益、庖管理利益、庖実質純利益の7段階である。このような多段階利益計算方式を
採用した理由は、「各職位の直接的な利益責任に近づけるためである。例えば、マネージャー段階で
は売り場責任利益であり、庖長は庖責任利益、活実質純利益まで責任が課せられることになるJ(遁
見2011、pp.l51-152) という。そのフォーマットはおおよそExhibit6の通りである(前田ほか
2012、一部簡略化)。
ここで重要になるのは、 SBU共通費の配賦計算に関する問題である。配賦計算の前提となるコン
セプトは次のように示されている(漫見2011、p.l56)。
「原価計算における特徴的な事例の一つは、窟舗をはじめ販売器具まで本部から借りている、本
部から各店舗がリースされているという考え方である。もちろん、庖舗の取得や外部からの建物
賃貸借契約は本部が行うし、賃借料も本部で支払う。また販売器具備品なども本部で取得し、か
かる費用は負担する。しかし、それらを庖舗は本部から借りているとして、そのコストを庖別利
益を算出するときに計算に入れているのである。j
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Exhibit 6 :商品別損益計算のフォーマット
漫見氏へのヒアリング調査に基づいて作成
例えば家賃については、「毎年全庖ベースの家賃総額(支払家賃、減価償却費、支払利息、公租公謀、
保険料などを含めた実質家賃)を予測し、年間稼働延べ売り場総坪数で割り、さらに全庖のフロアー
別売り場坪数を加味して毎年フロアー別・月別 l坪当りの家賃を計算し、レートを更新しているJ(遁
見2011、p.l58)。その他にもゴンドラや POS、在庫金利、チラシコスト、 DC'PC' TC (ディス ト
リビューション・センター;生鮮食品のプロセス・センター ;トランスファー・センター)のコスト、
本部費、人件費についても利用割合に応じた非常に精綴な配賦計算が行われている。いずれも 「直接
便益を受けている部門に費用計上することを原則としながら、そのうえで他の経費の配分や賦課を通
して全部原価計算を行っているJ(遁見2011、p.l60)だけでなく、財務会計と管理会計は常に連動す
るように工夫されているという。その結果、一人ひとりの売り場担当者を管理するための利益と、庖
あるいは IY全体の利益とが連動し、一人ひとりの行動がIY(カンパニー)、あるいは IYグループ
全体(コーポレ トー)の利益に結びつくような仕組みになっているのである(漫見2011、p.165)。
? 、
?
????，?
辺盟主盟且第51巻第 l号
以上より、 IYにおける製品原価計算システムは、非常に詳細に設定された原価計算対象と精綴な
配J!武アルゴリズムを有しているといえる。
(3 )単品管理と仮説検証
前述の商品経営を徹底して行うために、 IYの各庖舗における現場レベルでは単品管理システムが
運用されている。単品管理は、 1965年から行われていた「サシミ調査」による SKU(Stock Keeping 
Unit:最小在庫管理単位)別の細かな管理を起源としており、顧客が購買する商品の単位別に仮説
検証を繰り返しながら管理する方式である。1980年代初頭の頃に POSシステム等の支援により管理
とくに重要な点は、現の精度が高まった頃から、サシミ調査は単品管理へと進化したといってよい。
場/売り場レベルでの仮説・検証のプロセスにある。つまり、「需要の創造(売りたい商品の提供)J 
と「需要への対応(顧客が求める商品の提供)Jとの対応関係を現場の売り場担当者が常に吟味し、
品切れと値下げ・廃棄という 2大ロスの最小化を図ることによって、自らの利益責任を果たそうとし
(前田ほかそのためのプロセスを Exhibit7のように示すことができるなお、ているのである o
2012)。
単品管理f!に基づく仮説検証型の発注システムを通じて、各庖舗の売り場担当者が発注業務を担当し
ている。同システムの下で、各売り場担当者は、 SKUベースの単品管理を利用して自ら立案した仮
(Ogawa 2002. p.585)。その後の担当者自身による検証プロセスを経説に基づいて発注量を決定する
マネジャーらによって、情報が交換され共や TM(統括マネジャー )、て、 SV(スーパーパイザー)
こうした情報の共有化には、成功の情報のみならず、失敗の情報も含まれ、それ有化される。なお、
Exhibit 7 :単品管理システムによる経営活動の好循環
??
??
???????
商品鮮度向上
????????
漫見氏作成の資料に加筆して作成
-254-
明治大学社会科学研究所紀要
が各庖舗に反映されて発注の精度がより向上していくことになる。
ただし、次に示す引用文の通り、消費者が購買する SKU別の単品管理のレベルでは、前述の損益
計算は行われていない。
「商品を揃える際に、そうした顧客が購買する単位の単品で管理することが、すなわち単品管理で、
顧客が購買する単位に合わせて、在庫を管理し、発注するのである O
カテゴリーや品揃え分類ベースによる損益計算は行うが、単品による損益計算は行っていない。
たとえば、卵やイチゴといった単位の損益は把握しているが、卵でも、 6個パック、ヨード卵、
鳥骨鶏の卵といった単位の単品では、売上、荒利、値下げロス、売上機会ロス、在庫量とその金
額は把握しているが、それ以上の損益計算は行っていない。なぜなら、販管費配賦などを勘案す
れば煩消にすぎ、在庫回転を目的とした単品管理で細かい損益計算は合理的とはいえないからで
ある。J(遁見2008、p.l27)
品切れと値下げ・廃棄という 2大ロスの最小化は、エンパワーされた現場従業員が単品管理を適切
に運用して自ら仮説・検証を繰り返することによって達成されなければならない。この作業は、「公
式には、週ごとに行われるストア・マネジャー会議やフィールド・カウンセラーの会議で、仮説・検
証の本部や庖錦での各ケースの報告がなされ、情報の共有化とシェアが行われるJ(遁見2008、p.l38)。
したがって、現場における売り場レベルで、情報を創造し共有化することによって、商品別(部門別)
損益計算という財務的情報と単品管理に基づく実体的情報とを連動させなければならない。まさに
IYの競争力の源泉が現場にあることの裏付けであるといえよう。なお、単品管理と関連して、小売
業では極めて重要な業務である発注業務をパートのレベルにまで任せていることも特徴的である。し
たがって、このようにエンパワーされた現場では従業員が非常に活性化していることが興味深い。こ
の場合にも当然に、 O]Tを通じた従業員教育・人材育成とともに経営理念や哲学の教育と浸透が必
要となる(遺見2011、p.l67)。
IYでは、 トップからのコミットメントの下、商品別のラインおよび地域別のラインの両者からの
サポートを受け、売り場担当者自らが、仮説検証型の原単位計算(単品管理)と金額計算(商品別損
益計算)とを結びつけていることが特徴的である。
(4)予算管理とモニタリング・システム
前述のような詳細なSBU別損益計算システムも、それを適切に機能させるためには予算が重要な
役割を担っている。まず1969年度の事業計画および予算編成の手順については、おおよそ次のように
示されている(遁見2011、p.l26)。
「長期予算計画から導かれた利益目標を中心に、庖別利益見込み、商品別利益見込みを行い、そ
れをもとに翌年、この場合は1969年度の利益予測を立てる。これを庖ラインの庖長 (SM)、商品
事業部ラインのゼネラルマネージャー (GM)に発表、関係各部門・庖・スタッフが検討し、数
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字をすり合わせる手順を経て商品別利益目標を決定する。
これをさらに商品別利益計画に落とし込み、庖別にも利益計画に落とし込み、達成に向けて具
体的政策・行為を立案する。さらに四半期ごと、月ごとに利益計画を落とし込むのである。企画
室が中心となり予算編成を行うが、関係者とのせめぎ合いがあり、要所要所で社長や相談役とも
打ち合わせ・確認を得る手順を経ていた。
長期予算に基づき会社全体の利益目標を商品別に、一方で庖別に落とし込み、具体的行為を立
案しながら、利益目標の達成を確かなものにしていたのである。」
遁見 (2008、p.82:2011、pp.l28-129)によれば、 1969年当時の組織活動には本部集権的な傾向があっ
たが、時代の変遷や1982年からの業務改革とともに庖舗のエンパワメントが進められた90予算は庖
のマネジャーや売り場担当者の思いが数値化されたものでなければならないので、現在では、発注を
通した品揃えや売り場づくり、売価設定、値下げ等の自由裁量がパートタイマーにまで与えられてい
る(遁見2008、pp.80-122)。
なお、予算編成における売上目標は、全社計画→ゾーン計画→庖舗別計画→商品事業部の計画→商
品別の計画→月次計画→日次計画(ガント)といった庖別利益見込計算に基づいてコントロールされ
る。それと同時に、全社計画→事業部の計画→ゾーン計画→庖舗別計画→商品別の計画→月次計画と
いった商品事業部別利益見込計算に基づくコントロールも行われる。つまり、各庖舗の売り場は、地
域別居長側からと商品事業部側からとの二軸によるコントロールを受けている。また、本部は、毎日
12時、 14時、 16時、 18時現在と、 2時間毎に各庖舗別の売上高(予算達成度)をモニターでき、「予
算と実績は業務週報によって担当者から直属長へ報告されるし、また毎月マネージャー月報によって
も直属長へ報告される。四半期決算会議にはマネージャー季報でトップに現状が知らされると同時に、
今後の見通しと対策も説明されるJ(佐藤1999、p.l2)。
このように「非常に詳細な管理単位ないし計算単位の設定(約14.000単位)や、非常に頻繁な予算
報告の回数(週報や2時間ごとのモニタリングシステムなど)は、変化の激しい顧客ニーズにきめ細
かく対応する小売業という性格にも依拠しているJ(遁見2011、p.l66) といってよいだろう。なお、
業務週報との関連で興味深い点は、毎週月曜日に店長会議が開催されることである。各SBUが適切
に運営されるように、庖長会議において、庖舗別の業績が報告され、価値観の共有が図られ、各庖長
がモチベートされる。庖長会議には、すべての庖長が必ず出席しなければならない。この庖長会議も
IYにおける経営システムの中で重要な役割を果たしていることは言うまでもない。
9 IYの業務改革は単なるリストラクチヤリングのプロジェクトではない。この点について、漫見 (2011、pp.97-98)
は次のように述べている。
「季節が変わり、必要とする商品も、お客様や従業員の価値観も変わる。さらに、ソーシング先の国際的変化、競
争関係も IT技術や社会的・経済的環境も含め変わらないものはない。業革は事業経営の本質を追求しているので
あり、終わりのない活動である。変化への対応と基本の徹底、顧客の創造と維持が企業活動の本質的活動であり、
それへのチャレンジだから...J 
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(5 )経営理念の浸透
IYでは、創業者・伊藤雅俊氏の精神が社是として根付いており、それが経営システムの深層にま
で反映されているとともに、組織を活性化している O その理念を一言で表現すれば「顧客第一主義」
であり、次のように社是として掲げられている。
-私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい。
-私たちは、お取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい0
・私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。
IYの社是は1965年に創業者・伊藤雅俊氏の信念を明文化する形で制定され、その精神は逆転の組
織図にも反映されている(遁見2007、pp.l26-127)。商品別損益計算システムをはじめとした IYにお
ける様々なシステムは全て、社是と整合した計算アルゴリズムを有している。しかも、そのようなシ
ステムを実際に利用する組織メンバーにも社是が浸透している。 1982年以降から毎週火曜日に行われ
ている業革会議が果たしている役割も大きいようである10
このように、伊藤氏が掲げた経営理念や哲学なしには、商品別損益計算や単品管理といった IYの
いかなる経営システムも、適切に機能し得ないのである。
4-3. IYにおけるABCシステム:ディスカッション
(1) SBUないし原価計算対象の設定
例えばKotler(1980)に見られるようなマーケテイング分野からの知見によると、市場セグメンテー
ションは、戦略プランニングとの関連で議論が展開され、ターゲット市場を設定するための方策であっ
た。一般には、そのような知見にしたがって原価計算対象が設定されるため、原価計算対象とすべき
製品・サービスのカテゴライズの方法や基準については、製品原価計算論の分野ではほとんど議論さ
れないか、もしくは所与として扱われる。 ABCも当初、製品戦略の策定に資するための製品原価計
算システムであった。しかし、今後は、市場志向を組織内部にまで浸透させるといった戦略管理会計
のコンテクストから鑑みれば、 SBUの設定や原価計算対象とすべき製品・サービスのカテゴライズ
と結ぴつけて議論することが不可欠であるといえる110
一方で、 IYのように最終消費者に対して直接的に向かい合っている小売業では、消費者ニーズ・
顧客ニーズの多様性を他のどの業界よりも肌で感じている。 1969年にIYが掲げた商品経営の強化は、
常にお客様を中心に考え、商品 1つひとつに対するニーズを中心に考えることを徹底したものであっ
た。それは、 1965年からのサシミ調査や、その後の単品管理に見られる SKU別の管理にも反映され
ていたといえよう。すなわち、各地域に見られる特性・風土や、欠品を許容しない経営理念に基づき、
10 2∞6年5月9日の業主事会議は通算950回目の会議であったという(遁見2∞8、p.43)。
1 原価計算対象の変遷については、棲井 (1978)が詳しい。
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庖舗別×商品別に詳細に見極めるためのシステム構築がなされていたのである。
また、この商品経営の徹底は、損益計算のアルゴリズムが密接に結びついた製品原価計算システム
において、原価計算対象を設定する、ないし原価計算対象をセグメンテーション/カテゴライズする
ためには重要なインプリケーションを提供する。つまり、 IYの商品別損益計算は、外部から導入さ
れたのではなく、商品経営の強化や経営理念の徹底、経営組織の変更、数値責任の明確化等を実現す
るために、 IY自らが試行錯誤を経て創造し構築したシステムであることが特徴的である。 1967年に
は手作業で商品別損益計算書の作成を開始し、 1968年にはIT化とともに、前年比の表示ができる管
理レベルに達することができ、翌1969年には予算比較、昨年実績比較まで可能となるレベルに達した
という(謹見2011、p.l51)。この頃のIYの庖舗数はまだ20前後くらいであった。思い起こしてみれば、
ABCも元々 は、 Cooperand Kaplan (1988)が優れた管理会計実務を紹介したものであり、その組織
におけるコンテクストから登場したものであった。
したがって、 IYにおける商品別損益計算システムは、顧客中心主義の製品原価計算、まぎれもな
くABCであるといって良い。
(2 )数値責任の明確化と現場の活性化
前述の通り、 IYにおける SBU設定は、まさに組織コンテクストに整合したものであったが、商品
別損益計算システムの運用方法についても、組織コンテクストとの整合性との関連で検討する必要が
ある。一般に、製品別収益性分析のための製品原価計算は、価格決定や製品ミックスといった製品戦
略策定に資することが主眼とされており、その後のABCにおいても業務的ABMや戦略的ABMと
いった利用目的が期待されていた (Kaplanand Cooper 1998)。
IYにおいても、製品原価計算(商品別損益計算システム)を製品戦略に役立てていたであろうし、
「会社(コーポレート)ーカンパニー-庖舗・現場」の3つを結びつける役割をも期待しているであ
ろう。しかし、 IYの多段階利益計算システムも数値責任と結びついた業績報告のシステムであるが、
より重要なことは、経営理念で掲げられた目的を実現するために、各庖のマネジャーや売り場担当者
のレベルにまで数値責任を明確化して割り当てるとともに、仮説・検証の繰り返しによって利益目標
を実現するための思いの部分を現場に任せていることである。これらの点は、唐本教授によっても次
のように指摘されている。
「しかしイトーヨーカ堂のシステムは、現場の従業員に経済合理性を追求させるシステムである。
…現場従業員に、自分の居、部門の利益に対する責任を負わせるために、可能な限り合理的かつ
詳細な計算を行わせていることがわかる。大金業の一員という立場に安住させることなく、小さ
な小売店の庖主のごとく、例えばチラシに自分の扱い高品の広告を載せる場合には、そのスペー
ス部分の料金も負担させる仕組みになっている。利益向上のためには、希少資源当たり貢献利益
の最大化が求められる。日々の業務においては時間やスペースが希少資源であるから、時間あた
り利益、スペース当たり利益の向上が課題となる。その向上のために、従業員は日々、仮説・検
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証を繰り返し、学習していくというわけでLある。J(漫見2011、pp.326-327) 
このように IY独自の組織コンテクストに基づいて、製品原価計算システムが利用されていたので
ある。
5. まとめ
本論文では、わが国優良企業である IYにおける製品原価計算システムを通じて、その本質的意義と、
その利用方法から得られるインプリケーションを明らかにすることができた。すなわち、まずは、①
原価を給付にかかわらせて把握するため、その構造が損益計算のアルゴリズムと緊密なリンケージを
有している、②顧客ニーズ→製品→活動→資源犠牲という因果連鎖を徹底的に追究しているという 2
点に、製品原価計算の本質的意義を見出せる o IYの商品別損益計算システムは、まさに、これらを
満たす顧客中心主義の ABCシステムであった。しかも、その利用方法には、 IY独自の組織コンテ
クストとの整合性が非常に重要であった。
全ての経営システムや従業員、その細部に至るまで徹底して経営理念が浸透しているからこそ、
IYにおける ABCシステムが適切に機能しているのである O
[付記]
本論文は、明治大学社会科学研究所2009年度~20l0年度個人研究「自律的組織の意思決定とミクロ・
マクロ・ループを支援する管理会計システム」の助成を受けて進められた研究成果である O また本論
文の執筆に当たり、遺見敏江氏にはヒアリング調査を通じて多大なるご協力を賜った。記してお礼申
し上げたい。
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